
顧 欄 契 約 書

委任者 一般社圏法人口本デフバレーボール協会 (以下、甲という。)と 、受任者 税IW_

士法人オフイス 921(以下、乙という。)|ま、税務業務に関して下記のとおり契約を締結し

た。

第 1条‐委任業務の範囲

1 税務に関する委任の範Ellは次の項目とする。

(1) 甲の法人税、事業税、住異税、及び消費税の税務代理並‐びに税務書類の作成業務

(2) lTの税務調査の立会い

(3) 甲の税務相談

2 会計に関する委任の範囲は次|の項目とする。

(1)甲の会計処理に1関する指導及び相談

(2)会計ソフトヘの入力業務(試算表及び決算書の作成

3 前記に掲げる項圏以外の業務については別途協議する。

第 2条 契約期間

平成 30年 4月 1開 から平成 31年 3月 31日 までとする。

なお、契約期FH3満了日の lヶ 月古tまでに双方より意思表示のない限り、その後 1年毎

の自動更新とする。

第 3条 報醐の額

1 報酬|ま次のとおりとする。

(1)顧問報酬として月額  轟面の間、当法人報酬規程に関わらず、以下の通り年

間の収入金額により次期の額を決定する。

収入金額 8,000万 111未満・・ 。21,00o lll(規程 60%)

8,000万～1億 6.000万未満・・ ,281000門 (規程 80%)

1億 6.000万 以上。「。35,000円 (規程通り)

(2)税務書類1及び決算書類作成の報酬‐   当法人税理士報醐規定によるゥ

(3)会計業務報酬として 1時 Fn3当 たり           2,400111



(4)税務調査立会い報機として 1日 当たり        60,000「Il

(5)年末調整・法定調書作成・償却資驚   当法人税理士報醐規定による.。

(6'その他業務については協議事項となります。

2 乙が第 1条に定める業務に伴い資料の収集その他特男りな事務に従事する場合には、甲

は乙に1郷 当、旅費及び宿泊料を811に支払う。

3 前各項の報酬額には摯1途消‐費税が付加される。

4 報酬の額すま第 2条に関わらず改
=rす
ることができる。

第4条 支払時期及び支払方法

1 顧FoFl報酬等の支払は、毎月28日 に甲の指定職座から弔|き落とすものとする。

第5条 資料応答の提供及び責任

1 甲は委任業務の遂行に必要な説明、書類、記録その他の資料 (以下、資料等という。)

を、その責任と費用負担において乙に提供しなければならない。

2 甲は、乙から資料等の請求があった場合に1ま、速やかに提出しなければならない。資

料の1提出が乙の正確な業務遂行に要する期Fp3を経過した後であるときは、それに基づく

不利益は甲において負担するっ

3 甲の1資料提供の不足、1誤 りに基づく不利益は甲において負担するか

4 乙は、業務上知り得た甲の秘密を正当な理由なく他に洩らし、または窃jllしてはなら

ない。

第o条 情報の鐵示と説明及び免責

1 乙は甲の委任事務|の遂行に当たり、とるべき処理の方法が複数存在し、いずれかの方

法を選択する必要があるとき、並びに1相対的な判断を行う必要があ―るときはFFに説明し、

水絡を得なければならない。

2 Fllが 前項の乙の説明を受け承結したときは、当該項日につき後に生じる不利益につい

て観まその責任を負わない。



第7条‐設備‐投資などの通知

消費税の納付及び選付を受ける.については、課税方法め選択‐により不利:益
―を受けること

があるので、FFは建物新築、設備
―
の購入など多機の設備1投資を行うとき

'ま

、事雛|こ乙に通

知する。甲が通知しないことによる不利益は乙はその責任を負わな
―い。

第8‐条 その他
本契約に定めない事項並びに本契約の内容につき変

‐更が生じるこ―ととなった1場合は、申乙

協議のうえ、誠意をもってこれを解決するものとする。

本契約を証するに当たり、乙すま甲に契約書内容:を説明し、甲は.これをホ諾したので、本契

約書2通を作成し―、申乙各 記々名lll印のうえ、各構…通を保管する。

率威 301年 4月 1日

委任者 (甲 )

末京都大鐸区西糀谷 3■18-14

-般社圏法1人日本デフバレ

瑾事美  1大川 裕二

受任者 (乙)事務所所在地

東京都千代出EXIれ―段1群 217‐6

税理士法人オフィス92

代表社員  園井 隆

マニステイ7'・ レなブ峨南3F


